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社会資本整備審議会 第８回都市計画・歴史的風土分科会 

第１５回都市計画部会及び第１８回歴史的風土部会合同会議 

平成２６年３月１０日 

 

 

【事務局】  お待たせをいたしました。本日は、お忙しいところお集まりいただきまし

て、まことにありがとうございます。ただいまから、社会資本整備審議会第８回都市計画・

歴史的風土分科会、第１５回都市計画部会及び第１８回歴史的風土部会合同会議を開催さ

せていただきます。私は、事務局を務めさせていただきます国土交通省都市局総務課長の

佐竹でございます。よろしくお願いいたします。座りまして失礼いたします。 

 本日は、 初に都市計画・歴史的風土分科会を開催し、その後、都市計画部会、歴史的

風土部会を開催する予定といたしております。 

 それでは、第８回都市計画・歴史的風土分科会を開催いたします。 

 まず初めに、委員の異動につきましてご報告いたします。 

 昨年２月２７日付で委員の改選がありまして、その際、磯部委員、小澤委員が任期満了

により退任されまして、新たに池邊委員、金本委員が就任されました。また、飯尾委員が

ご本人の申し出により退任されまして、３月１３日付で山田委員が就任されました。本年

になりまして、２月４日付の改選により、櫻井委員、マリ委員が任期満了により退任され、

新たに飯島委員、藤沢委員が就任されました。その他の９名の委員におかれましては、昨

年の２月に再任されております。 

 なお、本日ご出席いただきました委員及び臨時委員は１６名中１４名でございまして、

社会資本整備審議会令に定める定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。 

 また、本日は、都市計画部会に設置されております小委員会の専門委員の先生方にもご

出席をいただいております。 

 よろしくお願いいたします。 

 本日は、国土交通省から坂井国土交通大臣政務官にご出席いただいております。 

 続きまして、事務局の出席者を紹介させていただきます。 

 石井都市局長でございます。 

【都市局長】  石井でございます。おはようございます。 

【事務局】   佐藤大臣官房審議官でございます。失礼いたしました。望月技術審議官
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でございます。 

【技術審議官】  望月でございます。おはようございます。 

【事務局】 岡久下水道部長でございます。 

【下水道部長】  岡久でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  次に、資料でございますが、お手元に一覧表とともに１７種類の資料をお

配りしてございます。過不足ございましたら、途中でもお申し出いただければと存じます。 

 なお、ご発言をいただきます際には、目の前にマイクがございますが、そちらのスイッ

チをオンにしていただきまして、ご発言が終わりましたらスイッチをオフにしていただき

ますようにお願いを申し上げます。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 まず、委員が改選されまして初めての分科会ですので、社会資本整備審議会令の規定に

よりまして、分科会長の互選をお願いいたしたいと存じます。委員の皆様の中から分科会

長を互選していただきたいと存じますが、どなたかご推薦をお願いいたします。 

 Ａ委員、お願いいたします。 

【Ａ委員】  ご提案いたします。幅広い分野に高い見識をお持ちで、これまでも都市計

画・歴史的風土分科会長でいらっしゃった浅見委員に、会長をお願いしてはいかがかと思

います。ご提案申し上げます。 

【事務局】  ただいま中井委員より、浅見委員をというご推薦がございましたが、皆さ

んのご意見はいかがでございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【事務局】  では、皆様、ご異議がないようでございますので、浅見委員に分科会長を

お願いいたしたいと思います。 

 浅見委員、分科会長席のほうへお移りをお願いいたします。 

（浅見委員、分科会長席へ着席） 

【事務局】  ここで、浅見分科会長に一言ご挨拶を賜りたいと存じます。 

 浅見分科会長、よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  皆様にご推挙いただきました浅見です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 都市計画の状況というのはかなり大きく変わってきていると、私は認識しております。

ある一端は、低炭素だとか、そういった別の形で進んでいると思いますけれども、今後、

やはり本格的に都市計画のあり方を考える必要があると思いまして、この分科会、非常に
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重要な分科会ではないかと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  ありがとうございました。 

 それでは、これからの進行は浅見分科会長にお願いいたします。よろしくお願いいたし

ます。 

【分科会長】 よろしくお願いいたします。それでは、分科会、進めていきたいと思いま

す。 

 まず、本日は、国土交通大臣から社会資本整備審議会審議会に対しまして、新たな諮問

があるというふうに伺っております。諮問をお受けしたいと思いますので、坂井政務官、

よろしくお願いいたします。 

【政務官】  分科会長に対しまして３点ございます。よろしくお願いいたします。 

 「新たな時代の都市マネジメントはいかにあるべきか」「明日香村における歴史的風土の

保存の推進など、今後の古都保存行政のあり方はいかにあるべきか。」「新しい時代の下水

道政策はいかにあるべきか」、この３点、諮問申し上げますので、ご審議のほどよろしくお

願い申し上げます。 

【分科会長】  お受けいたします。 

（坂井政務官から浅見会長に諮問書の手交） 

【分科会長】  それでは、ここで坂井政務官にご挨拶をいただきたいと思います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【政務官】  皆さん、おはようございます。国土交通大臣政務官の坂井でございます。

常日ごろ、皆様方には大変ご協力をいただいておりますこと、心から感謝、御礼を申し上

げたいと思います。 

 先ほど分科会長からもお話がありましたように、この分科会、大変重要だということで

ございましたが、まさしく私もそのとおりだと思っております。今、国土交通省の中では、

国土政策局を中心に、国土のグランドデザインというものを取りまとめさせていただいて

おります。いろいろとご協力をいただいている先生方もいらっしゃいますけれども、その

中でも、やはりコンパクトシティという考え方は重要なコンセプトの一つになってきてお

ります。 

 先日、ＯＥＣＤの会議に私も出席をさせていただきましたが、各国とも、もう既にどう

いう都市を、コンパクトシティをつくっていくのかということで、そこに出てこられた各

国の代表者の方々は、いかにつくるか、どうするんだ、先進事例はどうなんだということ
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に大変興味を持っておられましたし、また熱心に質問もされていたのが大変印象的でござ

いました。投資マネジメントというのは、そこの部分にまさしく該当するものだろうと思

っております。国土のグランドデザインの取りまとめとも相まって、大変重要な分野だと

思っておりますので、よろしくお願いしたいと思っているところでございます。 

 また、明日香村という名前が出てまいりましたが、古都保存行政に関しましても、これ

は単なる町並みというだけではなくて、いろいろな観点から、今、重要性が出ていると思

います。１つは、観光立国を推進いたしておりますので、観光という面からも、日本が誇

るさまざまな歴史でありましたり、その土地、土地にございます風土、また、それに伴っ

て生まれてきた原風景みたいなものは重要な観光資源にもなると思います。それ以前に、

やはりそこで生まれ育った子供たちが、自分たちはどういうところで生まれ育ち、自分た

ちのアイデンティティは何なんだという原点がその地区での歴史であり、風土であろうか

と思いますが、それを目に見える形でしっかりと残していくということは、その地域にと

っての今後の発展、いわばその地域の次の世代を担う子供たちにとっての重要な力になっ

ていくだろうと思っておりますので、この点も十分審議をいただければありがたいと思い

ます。 

 また、新しい時代の下水道政策ということでございます。私は、浄化槽設備士でござい

まして、昔、浄化槽をつくっておりましたので、下水道の方々は下水道を敵視するのでは

ないかと心配されておられるようでございますけれども、そんなことは全くございません。

下水道は下水道、浄化槽は浄化槽、必要なところで必要な形で、うまくすみ分けをしなが

らやっていただければいいだろうと思います。 

 私が浄化槽をつくっていく中で感じてまいりましたのは、やはり大規模な下水道が必要

な時代もあったけれども、これからは規模も考えながら下水道を考えていただいたらどう

か。下水道で一番大きいのは、やはりエネルギーがかかるということです。下から上にポ

ンプアップしなければならないときの電気代でありますとか、どうしたって曝気をしなけ

ればいけない。曝気も、ものすごい圧力をかけないと空気を入れることができませんので、

そこのエネルギーの部分がかなりかかってまいります。 

 私が施工しておりました浄化槽は全く電気を使わない形でございまして、２０ppmまでは

いきませんが、リンが十分取れないのと、９０ppmまでしか下げられないということでござ

いましたけれども、それでもそこまで落とせるということで、それとうまく組み合わせな

がらやっていただくというのもおもしろいと思いますし、やはり四、五カ所でまとめて汚
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水処理をしていくことが一番効果的ではないかと、やってみて実感をしてまいりました。

そういったところも踏まえて、新しい時代の下水道政策でございますので、新しさをぜひ

出していただけるようにご議論いただければありがたいと思っております。 

 今後とも、どうぞよろしくお願い申し上げます。ありがとうございました。 

【分科会長】  どうもありがとうございました。 

 坂井政務官におかれましては、公務のためここで退席されます。お忙しい中ご出席いた

だきまして、どうもありがとうございました。 

【政務官】  大変残念でございますが。では、どうも。 

（坂井政務官退席） 

【分科会長】  よろしいですか。 

【事務局】  お願いいたします。 

【分科会長】  それでは、本日は委員改選後、 初の分科会でございますので、審議に

先立ちまして、新たな委員に就任され、本日ご出席の方々をご紹介申し上げます。 

 事務局、よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ご紹介いたします。 

 飯島淳子委員でございます。 

【飯島委員】  飯島でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  池邊このみ委員でございます。 

【池邊委員】  池邊でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  金本良嗣委員でございます。 

【金本委員】  金本でございます。よろしくお願いします。 

【事務局】  藤沢久美委員でございます。 

【藤沢委員】  藤沢でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  山田洋委員でございます。 

【山田委員】  山田でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  どうぞよろしくお願いいたします。 

 さて、分科会に置かれる部会に属すべき委員につきましては、社会資本整備審議会令に

よりまして、当該分科会に属する委員のうちから分科会長が指名することになっておりま

す。 

 今回、再任されました委員につきましては、従来どおり、それぞれの部会の委員に指名
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させていただきたいと思います。また、今回、新たに就任されました委員につきましては、

既に事務局より委員のご希望をお聞きしているということでございますので、ご希望の部

会の委員にご指名させていただきます。飯島委員、池邊委員、山田委員は都市計画部会及

び歴史的風土部会、金本委員、藤沢委員は都市計画部会に所属していただきたいと思いま

す。 

 それでは、事務局より、各部会に属する委員等の名簿を配付いたします。なお、正式な

指名通知書につきましては、後日、事務局より郵送させていただきます。 

（事務局より名簿を配付） 

【分科会長】  それでは、次の議事に移ります。都市再生特別措置法等の一部改正につ

いてということで、事務局より報告をお願いいたします。 

【都市計画課長】  都市計画課長の和田と申します。よろしくお願いいたします。 

 お手元に、資料３ということで、「都市再生特別措置法等の改正について」という資料が

あるかと思います。横紙の資料です。これに基づいてお話をさせていただきます。 

 これまで、審議会、あるいは別途つくらせていただいた都市再構築の委員会というとこ

ろで、いわゆるコンパクトシティに向けてどうしていこうかというご議論をいただいて、

今、できることをまずやっていこうということで法律の形にさせていただいたのがこの資

料でございます。この間の２月１２日に閣議決定し、国会に提出されております。これか

ら国会の審議が待っているというところでございます。 

 めくっていただきまして、１ページです。簡単に、現状と課題ということで申し上げま

すと、主に地方都市につきましては、１９７０年ころから高度成長でずっと来て、２０１

０年、こう来た中で、地方の県庁所在地の人口は平均して大体２割増えてきています。３

０年すると、また２割くらい減って、１９７０年くらいに戻ると推計されています。一方

で、いわゆる市街地の面積は、７０年から今日４０年かけて、平均して大体倍になってき

ます。こういった広がった市街地の中で、人口が減り、お年寄りが増えていく中で、生活

はどうやって維持できていくのだろうか、基本的なサービスの提供体制はどうしていくの

だろうかというのが大きな問題意識でございます。 

 もう一つ、右側、大都市でございます。大都市も、やはり大都市固有の問題といいます

か現状がありまして、例えば東京圏でいえば、８５歳以上の方、このくらいの年になりま

すと、どうしても介護や看護、在宅医療が必要になってくると思いますけれども、現在、

８０万人ほどのものが、２０４０年には１９０万人ほど増えて、２７０万人という形で非
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常に大きくなります。こういったことに対応できるまちづくりのあり方、地域包括ケアと

いう言葉が政府全体では言われていますが、そういったことを実現できるまちづくりのあ

り方が求められているということでございます。 

 ２ページ、３ページ目は、富山市と熊本市の例をつけてあります。こんなことをやって

いる自治体がありますので、これを参考に全国で広がるように、あるいは、こういった市

の取り組みがさらに前に進むように制度を考えている、ということでつけさせていただき

ました。 

 ４ページに飛ばさせていただきまして、具体的な法律の中味でございます。背景は先ほ

ど申し上げたとおりですが、基本的には、真ん中にアメーバのような絵がありますが、多

極ネットワーク型のコンパクトシティにしていこうということを考えております。すなわ

ち、どこか１カ所に集めるというのもなかなか現実的ではありません。そういった意味で、

幾つか拠点となるところが、合併だとか市街地のできてきた経緯、大体古い市街地という

のは防災上も安全なところに発展してきたことが多うございますし、こういったまちの成

り立ちを前提に、多極で、そして、それが公共交通等々で結ばれるネットワーク型コンパ

クトシティにしていこう。ただし、例えば山から全部おりてきて、こういった町場に住ん

でくださいとか、農村集落を全部捨ててこういうところに出てきてくださいというような

極端なものではないということでございます。 

 この法律を考えるに当たって、３つ意識したことがございます。紙には書いていなくて

恐縮ですけれども、１つは民間を重視するということです。２つ目は、民間を重視すると

いう性格から出てくるのですが、誘導ということを重視しました。３つ目に、市町村に頑

張っていただきたい。これは行政主体で民間を引っ張るという意味ではなくて、県庁、市

役所いろいろありますが、市町村に頑張っていただきたい。そういった３つのことを考え

てつくっております。 

 １つ目の民間重視ということを少し説明させていただきますと、どうしてもこれまでイ

ンフラが足りない時代を経験してきていますので、道路をきちんとつくる、下水道をきち

んとつくる、これはもちろん大事です。これからも大事ですが、そういったことでしっか

り都市計画、あるいはまちづくりをやってきたわけですが、一度でき上がった町をどう変

えていくのかといったときには、一つ一つの住宅は個人がお持ちですし、あるいはお医者

さんや福祉施設、商業施設は全て民間のものであります。こういった民間のものであるけ

れども、公共的な使命、公共的な役割を持って動いているものも多うございます。こうい
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ったものがないと生活もままならないわけです。公共交通も、名前は公共交通ですが、民

間の事業者がやっているものも多うございます。こういったものは町の形をある程度つく

る上でこれから一番大事になってきますから、ここに焦点を当ててやっていこう。ある意

味、民間が持っている公共的な機能というものにしっかりと焦点を当てて、これを動かし

ていかなければいけない。コンパクトにしていく、既成の市街地をつくり直していくとい

うのは、そういうことかと思います。 

 ２つ目、誘導ということを申しましたが、ある意味、民間を重視することの帰結になり

ますけれども、突然、規制をかけて、ここはいいですよ、悪いですよとやってもなかなか

動かないと思います。そういう意味では、計画と誘導の融合ということかもしれませんが、

今まで都市計画は都市計画、予算や税制の補助はまた別でということがなきにしもあらず

でした。こういったことをしっかりと融合して、民間の方に事前明示性を与えて誘導して

いく、こういう方向に動いていってほしいんですよということをはっきりさせていく計画

をしていきたいと思っています。 

 また、時間軸を持って、この誘導はしていかなければいけないと思います。そんなに短

期間でできる話ではないと思いますので、１０年、あるいはもう少し時間軸のある仕事に

なると思います。都市計画というのは、ある意味しっかりした制度ですので、なかなか急

にしょっちゅう変わることもございません。これは、いいも悪いもそういう性格をどうし

ても持っていると思います。今回の法律のような形で、横からアクションしてやって、暫

定的に多少動かしてやる。それが大体、社会実態として定着してきたら、今度、都市計画

としてある程度固定して、そしてまた次のステップを目指す、こんな使い方ができる仕組

みが誘導ということからも必要ではないかということであります。これが２つ目です。 

 ３つ目は、どんなにいい制度をつくっても、市町村でしっかり動かしてもらわないと、

結局、何も動きません。市町村長をはじめとして、頑張ったところがしっかりと応援され

る、そうでないところはそうでないということも大事だと思います。そういう意味では、

やる気のある市町村にしっかりやっていただきたい、それを国として応援したい。そして、

やはり地域のまちづくりというのは、いろいろ広域調整などありますが、やはり 終的な

責任を担っていただくのは市町村だろう、都道府県ではないのではないかということで、

市町村を前面に出してやっていきたい。 

 これが３つのコンセプトでございます。 

 資料４に戻っていただきまして、そういう考え方のもとに、市町村に立地適正化計画と
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いうものをつくっていただきたい。これは、真ん中のアメーバの絵にあるように、どこが

居住を誘導していくエリアか、福祉や医療等の都市機能をどういうエリアに誘導していく

のか、そして公共交通をどうするのか、こういったマスタープランをつくっていただきま

す。 

 そして、左側にありますように、こういった赤い都市機能、福祉や医療を誘導するとこ

ろについては、今回、予算上の支援をかなり手厚くつけております。また、初めて福祉施

設や医療施設についての容積率の緩和も盛り込みました。また、公的不動産を有効に使っ

ていくというのは、子供が減って学校の跡地など増えていく中で非常に大事だと思います。

これは総務省のほうとも協力して、総務省のほうで公有財産の要らなくなったもの、除却

費を、今回、法律を改正して記載できるようにしています。そういったこととも連携して、

今度、まちづくりに有効に使うための予算上の手当てをしています。 

 その下のところ、駐車場について、ばらばらと出てきて、出入り口が違った方向を向い

ていたりすると歩きづらかったり、車も危なかったりします。駐車場の届け出制を設けて、

例えば出入り口をなるべくこちらにしてくださいというような勧告ができる仕組みも、新

たに入れようと思います。 

 その下ですが、こういった赤いエリアを指定して、例えば自分たちは福祉施設を誘導し

たいと決めていただければ、赤いエリアの外に建つ福祉施設については届け出が必要にな

る、そして市のほうから勧告ができる。ある意味、届け出、勧告という形で、助成制度と

相まって交渉できる土俵づくりをしてやるということでございます。 

 右側に行きまして、都市機能を誘導するような区域の近くに、居住を誘導する地域を設

けていきます。例えば、公営住宅をなるべくこういったエリアのほうへ持ってくるための

予算上の支援、あるいは、アパートやマンションという少し大きなものが青いエリアの外

に絶つときには、先ほど申し上げたような届け出、勧告の仕組みが働く。あるいは、市町

村の判断で、どうしても許可にかからしめたいというところは許可制にする。さらに、そ

の外のエリア、緑のところですが、こういったところについては家を畳んでいく場所にな

るので、あまりに不適当な使われ方、例えば不法投棄とかあるといけませんから、そうい

ったことに対しては市町村から勧告ができる。あるいは、ＮＰＯ等々で協働して跡地管理

ができる。さらに、農林水産省などと連携して、市民農園など使えるところはどんどん使

っていこうというところでございます。 

 こうした市でやっていただくということが基本ですが、公共交通ともしっかり連携しよ
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うということで、このマスタープランを書いて、この資料の後ろに参考資料としてつけて

いますが、今回、地域公共交通の活性化の法律も改正しますので、それとタイアップして

いくことにしております。 

 また、広域的なことも、これから地方の中枢的な都市と、その周りの都市と一緒にやっ

ていくということも大事になりますから、総務省のほうで、今回、地方自治法を改正して、

地方中枢拠点都市という真ん中の都市と周りの都市と役割分担して、例えばこちらで図書

館を持つから、そちらは福祉施設を持ってねというようなことを決めてやることを法律上

の仕組みにします。そういったことともタイアップして、市町村を超えた役割分担と連携

もできるようにしていきたいと思っております。 

 ５ページ、６ページ目は、今、申し上げました予算や税制の細かな資料でございます。 

 ７ページ目は、説明は省かせていただきますが、今回、一緒にやっていこうとしている

公共交通の法律でございます。 

 後に、８ページ目、今、申し上げたことが地域活性化のすべてではありません。特に、

地域包括ケアなどをやっていくときには厚生労働省との連携が非常に大事です。あるいは、

先ほど申し上げたように総務省と一緒にやっていく部分は非常に大事です。内閣官房のほ

うで、こういった関係省庁を取りまとめて一体的にやっていこう、そしてモデルを選んで、

その中でしっかりもう一回議論をし直していくということになっております。 

 簡単ですが、以上でございます。 

【分科会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明に関して何かご質問等ありますでしょうか。よろしいです

か。 

 それでは、次の議事に移りたいと思います。これより諮問事項の審議に入りたいと思い

ますが、先ほど大臣から諮問されました「新たな時代の都市マネジメントはいかにあるべ

きか」「明日香村における歴史的風土の保存の推進など、今後の古都保存行政のあり方はい

かにあるべきか。」「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」につきまして、社会資

本整備審議会の会長から当分科会に付託されておりますことをご報告いたします。 

 また、社会資本整備審議会運営規則により、「新たな時代の都市マネジメントはいかにあ

るべきか」「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」については都市計画部会に、「明

日香村における歴史的風土の保存の推進など、今後の古都保存行政のあり方はいかにある

べきか。」につきましては歴史的風土部会に付託して審議することといたしたいと思います。 
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 それでは、事務局からご説明をお願いいたします。 

【調整室長】  都市局調整室長の平田と申します。よろしくお願いいたします。 

 それでは、３つの諮問事項のうち、１番目の諮問事項についてのご説明をいたします。 

 資料４－１でございます。国土交通大臣から、社会資本整備審議会会長宛ての文章の中

で、「新たな時代の都市マネジメントはいかにあるべきか」というご諮問でございます。 

 次のページに、諮問事項と諮問の趣旨というものを記載した資料をつけてございます。

後ほど、都市計画部会の場で改めてご説明をいたしますので、この場面ではこの一枚紙に

基づきまして簡単にご説明申し上げたいと思います。 

 諮問事項としては、「新たな時代の都市マネジメントはいかにあるべきか」ということで

ございます。 

 趣旨でございますが、先ほどの都市再生法の改正の説明の中でもありましたとおり、今

後、多極ネットワーク型のコンパクトシティを目指すということの中で、引き続き施策の

充実を図っていくことが必要だろうと考えております。 

 他方で、都市の防災性の問題、あるいは国際競争力の強化、地域の活性化といったよう

な課題も急務でございまして、第３段落のところでございますが、こうした都市政策上の

課題を解決していくに当たって、都市のハード面を中心としたインフラが相当程度整備さ

れていること、また、厳しい財政状況や高齢化人口減少などの制約条件といったことを考

えますと、民の力を 大限生かすとともに、既存ストックの活用や整理合理化、柔軟な資

本によるスピードアップを図るなど、従来の発想を転換した大胆な手法が求められると考

えてございます。 

 また、投資や施策の評価などを適切に行いまして、住民の理解ももちろんでございます

が、海外に対してもその関心を高めることも必要だろうということでございます。 

 諮問の中で使っております「都市マネジメント」という言葉でございますけれども、こ

こでは単に従来から進めてきた施設や市街地の整備にとどまらず、都市空間の整備、管理

運営の 適化により都市の機能を高めていく営み、これを「都市マネジメント」と呼んで

はどうかと考えてございます。そういう「都市マネジメント」というくくりの中でのご議

論をお願いしたいということでございます。 

 議論の前提としましては、多極ネットワーク型のコンパクトシティを目指すということ

で、都市の構造に関して言いますと、多極ネットワーク型のコンパクトシティというよう

なことで、この構造を目指すこと自体は前提にしながら、その中の都市の営みについての



        

 

 -12-

ご議論を頂戴したいということでございます。民間の都市機能を効果的に誘導する方策等

の充実を図るとともに、都市空間において公共的な役割を果たす多様な主体、インフラや

施設の計画整備から、利活用、整理合理化に至る時間軸、住民から海外に及ぶ都市の評価

軸などの広がりを視野に入れながら、主に３つの事項についてご議論をお願いしたいと考

えてございます。 

 １つ目は、都市機能の維持・増進のために「民」が担う「公」のあり方、柔軟性やスピ

ード感、既存ストックの活用や整理合理化を踏まえた都市機能の更新の新たなあり方。グ

ローバルな視点も取り入れた都市の現状や制度・政策の評価のあり方、主にこの３つを軸

にご議論を頂戴できればと考えてございます。 

 また後ほど、都市計画部会の場でご説明を申し上げたいと思います。よろしくお願いい

たします。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 この後の部会におきまして、さらに詳しいご説明があるようですので、ご質問等は各部

会時にお願いいたします。 

 それでは、続きまして、「明日香村における歴史的風土の保存の推進など、今後の古都保

存行政のあり方はいかにあるべきか。」につきまして、諮問事項の説明をお願いいたします。 

【公園緑地・景観課長】  公園緑地・景観課長、舟引でございます。よろしくお願いい

たします。 

 資料４－２でございます。２ページ目に諮問の趣旨が書いてございます。 

 諮問事項ですが、「明日香村における歴史的風土の保存の推進など、今後の古都保存行政

のあり方はいかにあるべきか。」という文章ですけれども、大きく２つの内容が含まれてご

ざいます。前段が明日香村における歴史的風土の保存、後段が今後の古都保存行政のあり

方、前段のほうが個別でございまして、後半に含まれるものでございますけれども、今回、

特に明日香村について検討いただきたいという趣旨が含まれてございます。 

 具体には、諮問の趣旨、５段落ありますが、上の１段、２段目までが明日香でございま

す。明日香につきましては、第１段落の真ん中辺からありますが、昭和５５年の明日香村

における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法に基づき、大きく村

全域にわたる行為の制限による歴史的風土の保存、これは土地利用規制に関するものでご

ざいます。 

 それとともに、住民生活の安定のための措置が講じられてきました。この住民生活安定
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のための措置につきましては、その次の段落ですけれども、同法に基づく第４次明日香村

整備計画に基づき、さまざまな施策が講じられておりますが、この計画、括弧書きにあり

ますように平成２２年から３１年度、１０カ年の計画でございます。さすがに現在の状況、

１０カ年というのはかなり長い嫌いもございますので、中間の５カ年の経過時点におきま

して計画の有効性等について検証を行う必要があるということ。あわせまして、講じられ

ております予算措置につきましても、５年ごとに見直しを行うという仕組みになってござ

います。この１０カ年計画の５年の節目が平成２７年度になりますので、それを踏まえて、

今回、ご検討をお願いしようというものでございます。 

 それから、後段でございます。これは、今後の古都保存行政のあり方というものに含ま

れているところでございます。古都につきましては、明日香も含めまして、昭和４１年に

制定されました古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法に基づきまして、歴史

的風土保存計画といったものが指定をされて、やはり主たるものは土地利用規制によって

古都の風土を守るということでございますが、その次の段落、今般、古都の歴史的風土を

構成する樹林地等における自然的環境の変化、植生等の変化など維持管理において、やは

り林地、農地というものがありますので、担い手不足がひとつの課題となってきてござい

ますので、こういうものにつきまして包括的にご検討いただきたいということが１点。 

 さらに、古都保存行政、古都というのは京都、奈良、明日香、鎌倉等の幾つかに限定さ

れてございますが、こういう古都保存の理念を全国に展開するという趣旨がありまして、

平成２２年に地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律、我々、いわゆる歴史

まちづくり法と言ってございます。５年経過した段階で、認定団体が４４団体に大きく広

がってきてございますので、こういう成果をいかに共有するか。また、景観ですとか、観

光などの観光施策といかに連携をしていくかという点について、あわせて今後の方向性を

ご検討いただきたいという趣旨でございます。 

 以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」につきまして、

諮問事項の説明をお願いいたします。 

【下水道企画課長】  下水道企画課長の頼でございます。よろしくお願いいたします。 

 資料４－３に基づきまして、ご説明をさせていただきます。 

 ２ページ目、諮問事項でございますが、「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」
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でございます。 

 諮問の趣旨でございますが、現在の下水道行政は、平成１９年７月２０日にお示しいた

だきました答申をもとに展開してございますが、その後、東日本大震災の発生、ゲリラ豪

雨の頻発、あるいは下水道事業におきましては建設から管理運営の時代に移行していくと

いう状況でございます。こうした中で、今後の下水道政策に関しまして、次のページにか

けて○が４つございますが、主に次の４つの観点からご検討をお願いするものでございま

す。 

 １つ目の○でございます。「財政・人材の制約の中においても、平常時・非常時ともに各

地域において 適な下水道の機能及びサービスを持続的に提供していく取組方策はいかに

あるべきか」ということで、既存ストックの増加、今後の老朽化、財政・人材の制約の中

で、いかに下水道のサービスと機能を提供していくかということについてのご検討をお願

いするものでございます。 

 １ページを繰っていただきまして、２つ目の○でございます。「水・資源・エネルギーの

観点から、環境に優しい地域・社会づくりに向けた推進方策はいかにあるべきか」という

ことで、次の１行目にありますように、健全な水循環系の構築ということで、下水道は水

質、水環境ということを担ってございます。先ほど政務官からもお話がございましたよう

に、例えば処理場におきまして使っているエネルギーの省エネという問題がございます。

また、下水汚泥バイオマスですとか、下水熱といったところで創エネの可能性も秘めてお

りますので、今後、それをどのように利活用していくかという課題でございます。 

 ３つ目の○でございます。「都市部における住民の生命・財産や経済活動を守るための浸

水対策のあり方と取組方策はいかにあるべきか」ということで、先ほど申し上げたゲリラ

豪雨の頻発等に対しまして、河川に流れ込むまでのいわゆる内水の排除につきましては下

水道が担当しておりますので、河川行政とも連携いたしまして、浸水対策をいかに図って

いくかという課題でございます。 

 ４つ目の○でございます。「下水道が有するポテンシャルを生かし、我が国産業の国内外

における事業展開を推進していくための方策はいかにあるべきか」ということで、我が国

の水インフラ産業の国際展開に関する課題でございます。 

 部会に入りましてから、また詳しくご説明させていただきたいと思います。以上でござ

います。 

【分科会長】  どうもありがとうございました。 
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 以上、３つの諮問事項でございますけれども、分科会の運営規則により、今後は両部会

に小委員会を設置しまして、審議したいと存じますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 それでは、ご異議がないようですので、都市計画部会には「新たな時代の都市マネジメ

ント小委員会」及び「下水道小委員会」を、歴史的風土部会には「明日香村小委員会」を

設置したいと存じます。 

 なお、小委員会に属する委員等の選任につきましては、分科会運営規則第２条により、

私にご一任いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 それでは、以上をもちまして、都市計画・歴史的風土分科会を終了させていただきます。 

【事務局】  それでは、続きまして、第１５回都市計画部会を開催させていただきます。 

 本日、ご出席いただきました都市計画部会の委員及び臨時委員は１６名中１４名でござ

います。社会資本整備審議会令に定める定足数を満たしておりますことをご報告申し上げ

ます。 

 初めに、委員が改選されましたので、社会資本整備審議会令の規定によりまして部会長

の互選をお願いいたしたいと存じます。委員の皆様の中から部会長を互選していただきた

いと思いますが、どなたかご推薦をお願いいたします。 

 Ｂ委員、お願いいたします。 

【Ｂ委員】  私といたしましては、都市計画に造詣が深く、これまでも都市計画部会長

でいらっしゃいました中井委員に部会長をお願いしてはいかがかと思いますので、ご提案

申し上げます。 

【事務局】   ただいまＢ委員より、中井委員を部会長にというご推薦がございましたが、

皆様のご意見はいかがございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【事務局】  では、皆様ご異議がないようでございますので、中井委員に部会長をお願

いいたしたいと思います。 

 それでは、中井部会長には部会長席にお移りいただきまして、これからの進行は中井部

会長にお願いいたします。 

（中井委員、部会長席へ着席） 

【都市計画部会長】  部会長に推挙いただきました中井でございます。どうぞよろしく
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お願いいたします。 

 それでは、早速ではございますけれども、議事に移らせていただきます。 

 先ほど、都市計画部会に付託されました２つの諮問事項につきまして、今後の検討の方

向について事務局よりご説明をお願いいたします。 

【調整室長】  調整室長の平田でございます。それでは、今後の検討方向について、ご

説明を申し上げたいと存じます。 

 資料は、資料６－１－１という２枚紙と、横のパワーポイントになります資料６－１－

２の参考資料でございますけれども、こちらを用いましてご説明申し上げたいと思います。

内容につきましては、参考資料のほうをご参照いただきながら、説明をいたしたいと存じ

ます。 

 資料の１ページでございますが、今後の検討方向についてということで、今後の議論の

全体像でございます。先ほども、多極ネットワーク型のコンパクトシティの形成というも

のを我が国の都市が目指すべき方向性として、これを前提としながらのご議論をお願いで

きればということを申し上げましたけれども、現在の時代認識といいますか現状認識とし

まして、我が国の都市が直面する大きな転機というものが３つあろうかと考えております。 

 １つは、行政と民間の役割分担に関する転機でございます。行政を取り巻く財政との制

約条件が厳しさを増し、行政主体のまちづくりというものにはどうしても限界がある一方

で、民間のノウハウというものも蓄積されておりますし、公共的な役割を担おうとする機

運も高まっているという中で、一つの転機を迎えているのではないかということが１点目。 

 ２つ目の転機として、これまで相当のインフラ整備をしてまいりました都市にも、かな

り地域差はございますけれども、インフラ整備が進んできたという中で、蓄積したストッ

クが老朽化し、人口減少により今後はインフラに対する需要も低下をする可能性が高いと

いうことでございます。そうした中で、ＩＣＴ等の新たなテクノロジーが都市活動の高度

化を推進するというような面もございまして、こういったことも踏まえながら、都市のイ

ンフラ施設について大きな転機を迎える中でどうするかという点が２点目ございます。 

 ３つ目は、グローバル化に関する転機ということでございまして、海外からの投資や企

業立地を呼び込むとともに、都市システムを海外に展開するということの中で、都市政策

をグローバル化の文脈の中で考えるべき時期に来ているということで、これが３つ目の大

きな転機ということでございます。 

 こうしたことを踏まえまして、今後の議論の方向性としましては、主に３つの大きなご
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議論をいただければと思っております。１つ目は、都市機能の維持・増進のために「民」

が担う「公」のあり方、２つ目として、柔軟性やスピード感、既存ストックの活用や整理

合理化を踏まえた都市機能の更新の新たなあり方、３つ目として、グローバルな視点も取

り入れた都市の現状や制度・政策の評価のあり方ということでございます。 

 １つ目の点につきましては、民間主体がエリアマネジメント等を通じて都市機能の維

持・増進を図る場合の役割分担やルール、人材の育成等についてのご検討。２つ目としま

しては、柔軟でスピード感のあるインフラや施設、市街地の整備等の手法、既存ストック

の利活用、整理合理化を進める手法についての検討。３つ目の点につきましては、都市政

策に関する評価・説明の手法について検討するとともに、我が国の都市の強みを生かす方

策について検討ということでございます。 

 このうち、ごらんになっておわかりのとおり、検討①、②につきましては表裏一体と申

しますか、検討①はどちらかというと主体に着目した議論、検討②のポイントにつきまし

ては実際の手法ですとか、事業のやり方についての検討ということでございまして、この

辺につきましては表から議論する、裏から議論するというような一体の議論になっていく

のではないかと書いてございます。 

 ２ページ目でございます。今、申し上げたことを、現在、我が国の都市が抱えている課

題に対しての都市政策の課題と、今後の検討方向との関係ということでイメージをしたも

のでございます。イメージをご理解いただくために、かなりざっくりと単純化してつくっ

てございますけれども、絵のところにございますのは、今の都市政策の課題を大きく４つ

挙げるとすると、防災・安全の話、それから人口減少・高齢化への対応、成長・活力、環

境・緑・景観といったような政策課題があろうかと思います。これをエリアで分けるとす

ると、大都市の都心部と、それ以外といったような、ざっくりとした分け方ができるので

はないかと考えてございます。 

 例えば、防災・安全についての政策課題の部分でいきますと、安全な都市づくりという

ことだと思います。ここについての施策例として右側に書いてございますが、行政・住民・

企業が一体となった防災体制づくりについていうと先ほどの①とのかかわり、また、避難

地・避難路の整備ですとか、老朽化した市街地の更新ということになりますと①と②との

かかわりということで、主に３つ挙げた検討のポイントが、今後、必要な政策課題に対応

した施策の例の中でも大体重なってくるのではないかと考えております。施策の例という

ことで、ここでは例示ということで書いてございますけれども、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅそれ



        

 

 -18-

ぞれの政策の分野につきまして、いろいろな形で検討のポイント①、②、③というものが

重なってくるというふうに考えてございます。 

 ３ページでございますが、今後、ご検討いただくに当たっての軸のイメージということ

です。これからの都市のインフラ施設、あるいはエリアのあり方を検討するに当たって、

従来の伝統的な捉え方よりも、もっといろいろ概念を広げて考える必要があるのではない

かと考えてございます。ここでは、軸として３つ、３次元の方向を書いて、それに加えて

幾つかの視点を書いてございます。 

 軸の考え方でいきますと、まず時間軸について言うと、これまではどちらかというと整

備を主体で考えていたということですが、今後は施設、あるいは地域の将来の管理・利用

といったところの時間軸まで広げて考える必要があるだろう。主体につきましては、公共

中心、行政中心ということだったかと思いますが、民間主体への展開ということ。用途に

つきましても、これまでは伝統的・単一的な用途だったと思いますが、多様化・複合化と

いった用途。こういった広がりの中で、今後の都市のインフラや施設、エリアといったも

のを考えていく必要かあるのではないか。 

 加えて、視点としましては、スピード感、柔軟性、グローバルな視点、新たなテクノロ

ジーの活用といったようなことを加えながら、広がりのある中で、今後、都市のマネジメ

ントをどう考えていくのかということであろうかと考えています。 

 ４ページ以降は、具体的な論点にかかわる部分の中で、幾つかトピック的な話を資料の

中でご紹介申し上げたいと考えてございます。 

 ４ページ目は、エリアマネジメントというものを例示で書いてございます。民間主体に

よるまちづくりの取り組みということで、よく行われておりますエリアマネジメントの定

義、イメージといったものを書いてございます。これは、資料の出典にもありますとおり、

６年前に国土交通省土地・水資源局のほうで検討した際のエリアマネジメントの定義でご

ざいます。また、５ページをごらんになっていただきますと、エリアマネジメントの取り

組み内容ということで、エリア全体の環境に関する活動ですとか、共有物・公物等の管理

に関する活動といったような分類がされてございます。 

 この資料につけております趣旨は、民間主体によるマネジメントの取り組み、エリアマ

ネジメントという言葉で代表されるような取り組みだと思いますけれども、ここに書いて

いるようなイメージどおり、あるいは、こういった取り組み内容にとどまらず、もう少し

今日的な話も含めて今後の広がりを検討していってはどうかということでございます。こ
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ういった６年前に整理されたこと以上に、これからいろいろな発展系もあり得るのではな

いかと考えているところでございます。 

 次、７ページでございますけれども、都市のインフラの整備水準という資料でございま

す。これまでのインフラ整備により、地域差はございますけれども、都市には相当程度の

インフラが備わってきているということでございまして、都市計画道路の整備率ですとか、

下水道処理人口の普及率、１人当たりの都市公園等の面積というものにつきましては、こ

れまでの長い取り組みの中で着実に整備水準が上がってきているところでございます。 

 ここに端的に見られるとおり、これまで公共施設をつくるまちづくりというものを推進

してきたわけでございます。そういった中で、一定の成果が出ておるわけでございまして、

例えば右上のところにあります道路率という指標で見てみますと、これまでよくマンハッ

タンでは道路率が３割もあって云々といったような話だったかと思いますけれども、東京

に目を転じてみますと、虎ノ門ですとか、大丸有地区では既に３割以上の道路率になって

いるようなところもございます。もちろん、虎ノ門であれば震災復興区画整理ですので、

今日から見ると道路率の高さとは別にいろいろな課題もあるわけでございますが、例えば

道路率という面で見ますと、こういった公共施設が備わってきているということでござい

ます。こういう公共施設の整備が進んだ中で、今後、どういうまちづくりをしていくのか

ということが大きな課題だと思います。 

 次の８ページでございますけれども、市街地整備の状況ということで、市街地を面的に

整備する際の主な事業指標であります土地区画整理事業、あるいは市街地再開発事業につ

きましては、ここのグラフにもありますとおり着実に事業をやってきているわけでござい

まして、その成果として、市街地の約３割の面積を整備、あるいは都市計画道路、住区基

幹公園、駅前広場といった、まさに公共施設を整備してきたということでございます。 

 公共施設を整備するための事業ということで、こういった面的整備事業をやってきたわ

けでございますが、先ほどの話にもありました公共施設の水準が上がった現在、これをど

ういうふうに転換をしていくのか。公共施設の整備と言っていたものが、場合によっては

公共施設の整理といったようなこともあり得ると思っておりまして、今後、こういった面

整備事業のあり方、あるいは都市の再々開発といったようなことも大きな課題かと思いま

す。 

 ９ページでございます。こうした公共施設の整備ということでの伝統的な話がこれまで

中心だったわけでございますが、一方で、私どもの政策分野の中でも、実際に整備するも
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のについては質的な変化がございます。例えば、まちづくり交付金でやっております中央

都市リノベーション事業というものがございます。左側を見ていただきますと、土地リノ

ベーション推進施設というもののほかに、下にあるような道路、公園、河川、下水道とい

った伝統的な公共施設の整備メニューがございます。こうしたもののほかに、 近では地

方都市リノベーション推進施設ということで、医療施設、社会福祉施設、子育て支援施設

といった右側に書いてあるようなものについても、都市整備の支援メニューの中で公共団

体、あるいは民間事業者の取り組みを支援することができるようになってございまして、

伝統的な公共施設の整備から都市機能の維持向上のための整備へということで、私どもも

質的に現在の政策を転換しているということでございまして、今後、こういった方向性を

どうしていくのかということが課題となってございます。 

 １０ページは、公共施設の維持管理でございまして、インフラ長寿命化基本計画につい

て記載をしてございます。 

 １１ページよりも後のところで、今後の課題についてトピック的にちょっと説明をした

いと思っております。１１ページ以下に書いております課題だけが検討課題というわけで

はないんですけれども、幾つかかいつまんで言うと、ということでございます。 

 １１ページは、地下街の安全対策ということで、地下街の設備の老朽化が進んでいる一

方で、施設の適正な管理、安全対策についての課題が出てきているということでございま

す。 

 １２ページをごらんになっていただきますと、駐車場の課題でございまして、量の確保

から質的充実や配置のコントロール、安全確保といったようなところに転換をしていく必

要があるのではないかということでございます。 

 １３ページでございますが、公共交通でございます。都市構造や土地利用と整合した公

共交通の路線設定、バス停留場の位置を決めるなどの交通マネジメントというものが、今

後、課題になってこようかと思います。 

 １４ページでございますが、民間が所有する公共的な空間ということで、これまでどち

らかというと公共が所有する空間というものを中心に発想してきたかと思いますけれども、

民間が所有する空間も活用しながら、一定的に、どうやって都市の機能を確保していくの

か、都市の機能ということに着目すると、公共、民間という区分はあまり意味を持たなく

なってくるわけでございまして、そういったものをどう確保していくのかということが課

題でございます。 
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 １５ページでございますが、公共施設の統廃合・再編ということで、既存の公共施設の

統廃合や再編といった手法を用いながら、都市機能の向上を図るというような事例も見ら

れております。これは、いわゆる代替不可と言われているものでございますけれども、ま

ちの中にあります道路を廃道して権利床に変えて、区の観光拠点施設を設置した例でござ

います。今後は、これまでの取り組みの中でできてきた公共施設の統廃合や再編といった

手法についても、積極的に活用していくことになろうかと思います。 

 １６ページは、都市公園の老朽化でございます。 

 １７ページは、小規模な都市公園の再整備・再編ということでございます。都市公園の

箇所数で見ますと、０.１ヘクタール未満の、いわゆる小規模な都市公園が非常に多うござ

いますが、こういったものの適正化ですとか、管理費の削減といったようなことのために、

小規模な都市公園の再整備・再編を行ってきているような事例がございます。今後、こう

いった一旦つくった施設の再整備や再編といったものも課題かと思います。 

 １８ページでございますが、情報通信技術の発展ということで、ビッグデータなどいわ

ゆるＩＣＴの技術、あるいはＩＣＴ技術に限らず、新たなテクノロジーをまちづくりにど

う活用していくのかということでございます。ビッグデータによりましていろいろなもの

が可視化できるようになってきてございますが、こういう可視化できるようなデータの活

用、それに限らずいろいろなテクノロジーを使っていく。それによって、新たな都市づく

りをしていくといったようなことが課題かと存じます。 

 １９ページは、都市の緑地の現状でございます。 

 ２０ページに参りまして、都市の防災対策でございます。関東大震災、阪神・淡路大震

災、東日本大震災を経まして、今後、発生の可能性が高いということで被害想定をしてお

ります首都直下地震、あるいは南海トラフ地震については、相当大規模な被害が出るとい

った予想が立てられているわけでございます。例えば、首都直下地震につきましては、そ

ういった被害想定も踏まえて、密集市街地の改善、迅速な復興まちづくり、帰宅困難者等

の避難対策などが大きな課題になってございます。また、南海トラフ地震につきましては、

津波からの避難対策、迅速な復興まちづくりといったものが主な課題になっているという

ことでございます。こういった被害想定も踏まえながら、大規模な地震対策をどう考えて

いくのかということでございます。 

 ２１ページ以下に、具体的な現状と課題ということで、密集市街地の改善整備、宅地の

防災対策、都市の拠点となる地域での防災対策、２２ページでは避難対策、復興まちづく
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りといったような題を掲げてございます。 

 ２３ページでございますが、大きな論点の３つ目のことともかかわりがありますけれど

も、都市の評価ということでございます。ここに書いておりますのは、都市政策の評価項

目についての資料ですが、現在の国土交通省の施策事業については、ここに書いてありま

すような、例えば良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現といったも

ので、公共施設のバリアフリー化率といったような指標で政策評価をしているわけでござ

います。 

 ただ、行政としての施策、あるいは行政としての事業の政策評価ということについては

こういった形でいいのかもしれませんけれども、実際、これによって都市の実力がどう向

上したのか、また都市がどう住みやすくなったのか、各都市で比べるとどうか、あるいは

国際的に見るとどうかといったことについては、なかなか現行の評価の中で対応がしがた

いといったような点も課題かと思います。 

 ２４ページをごらんになっていただきますと、世界の都市ランキングということで、ア

ジアの都市が伸びる一方、我が国の都市は順位後退も見られるということでございます。

また、右側の図を見ていただきますと、外資系企業のアジア・オセアニア地域統括拠点数

についても、やはり中国、香港、シンガポールといったところへの集積が進んでございま

して、日本は外資系企業からなかなか選ばれない立地になっているということでございま

す。 

 ２５ページでございますが、こういった世界的な評価の中で、そもそも都市の評価とい

うのはどういうふうなことでされているのかということで、代表的な指標として、プライ

スウォーターハウスクーパーズと、森記念財団がやっております都市の評価についての評

価項目を並べてみました。例えば、左側でいきますと、知的資本・イノベーション、技術

の成熟度、交通・インフラといったさまざまな指標がございます。右側でも、経済の規模

だとか、研究・開発、文化・交流といったさまざまな指標がございます。２ページほど前

にありました現在の都市の政策、あるいは事業の評価といったものと比べても、かなりい

ろいろな、多面的な評価をしているわけでございますし、また、海外からのこだわりどこ

ろがどの辺にあるのかということも非常に大事なポイントであると考えておりまして、世

界の都市ランキング、あるいは、それに類するものの中での評価項目も十分に意識しなが

ら、今後の都市政策を検討していく必要があるのではないかと考えております。 

 ２６ページでございますが、現在、国土交通省のほうで進めております都市開発の海外
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展開ということでございます。エコシティ、あるいは都市交通システムといったものを中

心に、現在、海外展開を図っているところでございまして、我が国の先進技術、ノウハウ

等を統合した都市開発のコンセプトを相手国へ提案しながら、その展開を図っているとい

うことでございます。 

 ２７ページでございますが、これを具体的に支援する仕組みとして、現在、通常国会に、

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法案というものを提出してございまして、交通

や都市開発の分野で海外市場を開拓しようという事業者を、資金面等々で支援をするとい

うような仕組みを、現在、国会での審議をお願いしているという状況でございます。 

 後、２８ページでございますが、我が国が先行する課題ということで、左側にはアジ

ア主要国の中での都市化率の推移、右側には高齢化率の推移を書いてございます。 

 都市化率の推移でいいますと、我が国日本は赤い線のところですけれども、アジア諸国

に比べてかなり早い時期から都市化が進んでございまして、人口が非常に増加する中での

都市化への対応、住宅等々の対応も含めて、都市化率が高まる中での開発の規制ですとか、

そういったものについては一定のアドバンテージがあるのではないかということで、既に

アジア諸国への展開も図ろうとしているところでございます。 

 高齢化率の推移でいいますと、日本は圧倒的に先を行っているわけでございまして、高

齢化が進む中で都市づくりをどうしていくかというのは、まさに現在進行形の課題ではご

ざいますが、こういった我が国の取り組みにつきましても海外諸国からの視線を受けてい

るといった状況でございます。こういった国際的な文脈の中で、我が国の政策を考えてい

く必要があるということでございます。 

 ちょっと駆け足になりましたけれども、事務局からの説明は以上でございます。 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、ここで多少時間をとりまして意見交換をさせていただければと思います。以

上のご説明につきまして、何かご質問、ご意見等ございましたら、どなたからでも結構で

ございますので、お願いいたします。 

 Ｃ委員、どうぞ。 

【Ｃ委員】  いろいろ意欲的なことが書かれていますが、３つの点について少し伺いた

い。 

 まず第１は、いろいろ書かれていることは都市経営の部品なのですね。いろいろな部品

があり得る、それに新しい先進的なものをやりますというふうに書かれているのですが、
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その全体をまとめる経営力はどこにあるのかというところが一つ問題で、基本的には市町

村が主体になって、民を使うならば民を使う、何を使うなら何を使うということを、戦略

性を持ってちゃんとできなければいけない。これは、公的部門には本質的に難しい。生き

ている世界が政治の世界ですので、経営の世界ではないというのが一番の問題で、こうい

う経営力はどういうふうにすればいいのかということをまず考える必要があると思います。

もう２０年ぐらい前から、アメリカの市町村はシティマネジャー的な市長が増えてきてい

ますが、こういったものを入れていかないと、部品をいっぱいつくっても、うまく組み合

わせて使うことができないということになると思います。 

 もう一つ、それと関係しますが、結局、そこで一番重要なのはぎりぎりの線、例えばど

こまで公的資金を突っ込むか、いろいろな事業をどこまでやるかという意思決定で、その

ためにはバスには幾らまで補助金をつぎ込んでいいのか、あるいは、つぎ込むだけの価値

があるのかということをどう考えるか。基本的には、いろいろな形の外部便益、事業者の

外側に発生する便益はどれぐらいあるかとか、いろいろな推計をやらなければいけないと

いうことです。それがある程度ないと、いいことばかりたくさん並べたときに、何をどう

選択していいかということができない。そういうことがあろうかと思います。 

 後、都市ランキングとかいう話がありますけれども、いろいろな方がつくっています

けれども、あれはほとんど何の根拠もないものでございまして、こういうことをあまり一

生懸命やる必要はないかと思います。 

 以上でございます。 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 では、Ｄ委員、Ｅ委員でお願いいたします。 

【Ｄ委員】  私も、Ｃ委員と同じ意見を持っております。 

 １つだけ申し上げたいのは人材育成のことです。この資料では、「民」が担う「公」の役

割の中で書いてあるので、民間の人材育成という形になっているような気がしますけれど

も、やはり公のほうの人材育成が重要で、シティプランナーという職が日本では確立され

ていないと思います。資格制度にするかどうかは非常に大きな問題ですけれども、シティ

ープランナーなり、都市計画士という資格があれば、その資格に沿った形で人材育成の教

育システムができると思いますので、そういうことを検討するべきだと思います。 

【都市計画部会長】  ありがとうございます。 

 では、Ｅ委員、お願いいたします。 
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【Ｅ委員】  大体、中に書いてあることはそのとおりだし、ごもっともだと思うんだけ

れども、物言いをちょっとこう、時代の転換ということなので、もう少しシャープに言わ

ないといけないのではないかという気がしているんです。この会議の一番 初にあったコ

ンパクトシティなんていうのもそうだけれども、何ていうんだろうな、人口、これから減

りますよね、都市の経営は大変ですよね、それからインフラも老朽化していて面倒を見る

のも大変だしという、その文脈の延長で集約的に住みましょうみたいな面が非常に強調さ

れている。それはもちろん否定はしないんだけれども、ヨーロッパなどでのコンパクトシ

ティみたいな物言いは、むしろ環境対策とか、よりコミュニティーって大事だよねという

ような、何かこう、もう少し長いトレンドの中で言っているような感じがするんです。 

 実際、僕が子供のころから言われていたのは、いや、日本はこんな狭いところなんだけ

れども、小さい家に住んで、ウサギ小屋で、人口密度が高いのが問題なんだというような

ことを言ってきたわけですよ、言われてきたわけですよ。それだから外延化して、マイカ

ーを持って、どこが悪いのと言っていたのが、突然、コンパクトシティですという、これ

は物言いの大きな転換なんですよね。だから、国民に対する、何ていうんだろうな、人口

減少よりもっと大きな中での物言いをぜひ言っていくべきだという感じがしますね。 

 それから、関連してもう一つだけ言うと、例えば先ほどの参考資料の７ページにも、都

市には相当程度のインフラが備わっているという物言いが常に出るんですよ。あまりイン

フラに近くない人は、ほら、どこにもこう書いてあって、インフラなんていうのはもう大

体できていて、日本はあとはメンテナンスだけやればいいみたいな、こういうことを言う

人がいるんだけれども、そんなことはないんですよね。 近、乗っているような道路とい

ったら、舗装されていて、４車線くらいの道路でとか、そういうものについて見れば確か

にそういうふうになってきたんだけれども、例えば下水一つ見たって、例えば３０年くら

い前までは下水というもの自身もあまりよく知らなかった時代。それって大事だよねとい

ってインフラとみなされて、それがここまで整ってきて、だけど、まだ大都市などでは合

流式が多くて分流まで至っていない。 

 次に目指すもの、次に目指すもの、道路もそうですね。ＩＴＳをビルトインすればまた

変わってくる。ちょっと前までは、携帯電話や情報通信はあまりインフラとは思われてい

なかったんだけれども、もはや重要な都市インフラですよね。そういうふうに、都市のイ

ンフラというのは何千年という歴史の中でちょっとずつよくしてきているわけであって、

こうやってごく狭い時間の中でもうできたよねと言うのは、実に都市というものとインフ
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ラというものの本質が取り違えて受け取られる可能性があるという感じがいたします。 

 決してたくさんつくっていくということを言いたいだけではなく、もっと姿、形に合わ

せて小さくしていく、あるいはクオリティーを上げていく、よりきれいなものにする。イ

ンフラも都市も、人口が減ろうと減るまいと、何か変わっていかなければいけないんだ、

いいほうに変わっていかなければいけないんだ、その努力をしなければいけないんだとい

うトーンを、ぜひこの根本に、真ん中に置いて、そこに国民の人たちもわかってください

よと、皆さんの建築自由の原則で、あとは限られたときだけ何か制約を受けるというもの

から変えようではないですかという力強い物言いを、ぜひこれを機にお願いしたい。 

 であるからこそ、次に言いたいのは、時間のスケジュールを入れますとおっしゃってい

たけれども、いつまでにという感覚が非常に弱いですよね。いつまでにここまでしましょ

う、もうちょっと先までにこれをやりましょうという時間の期限感覚を入れていただきた

い。 

 それから、僕もＣ委員と同様で、都市丸ごと何番だなんて言ってみたって何の意味もな

い。しかし、自分の町は何とかという性能で見たら、例えばＣＯ２の排出とか何でもいい

んですけれども、何とかという性能で見たら世間相場のどの辺にあるのかというのを評価

しながら、そして、いつまでにどれを達成しようというロードマップ制もぜひ中に入れて

いただきたいと思いました。 

 以上でございます。 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、Ｆ委員にいって、Ｇ委員にいきたいと思います。 

【Ｆ委員】  ありがとうございます。いただいた資料の１ページだと思いますが、今後

の検討の方向性というところで一つ意見があります。 

 民が担うということを非常に強調されているんですが、全ての活動のベースとして公的

部分がやらなければいけないことは確かにあるはずで、その中で私が も重要だと考えま

すのが不動産の権利関係です。こういった整備をしていくときに不動産の動きが非常に重

要になるわけですが、権利の確定や調整というところが非常にうまくいかずに、復興が進

まないということは既にはっきり分かっていますし、高齢化社会が進んでいくと権利が非

常に変わっていくということも目に見えております。そういったときに登記制度ですとか、

それに合わせて地籍調査ということをきちんとやっていかないと、結局、絵に描いた餅に

なってスピード感が全く出ないことになってしまうと危惧しております。不動産ですとか、
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そういったことの情報はＩＣＴ技術を活用していただいて、まさにこれがエリアの情報の

インフラなんだということで、いろいろなものをそこに集約していくようなことをやるこ

とによって、初めて民が自由に動く環境が整うというふうに考えておりますので、そこも

お願いいたします。 

【都市計画部会長】  ありがとうございます。 

 後に、向こうの皆さんにコメントをいただければと思います。 

 では、Ｇ委員、どうぞ。 

【Ｇ委員】  ありがとうございます。初めての参加なので、ずれていたら申しわけない

んですが、この議論の進め方という点で２つ申し上げたいと思います。 

 もう既に先生方もおっしゃっている都市計画の経営視点という意味で、今後、ここの議

論に異分野の経営者の方が入るのは意味があるのではないかと思います。 

 といいますのも、ちょうど昨日、一昨日と、若手の上場企業の経営者さんを１０人ぐら

いお連れして奈良市に行って、奈良市長と奈良市の市街地をどういうふうに開発していく

かという議論をしていました。みんな誰も建設の仕事をしていたり、設計の仕事をしてい

る人間ではないですけれども、やはり若手のいろいろな分野の経営者が集まってくると、

こういうふうにまちづくりをするときの柔軟性であるとか、スピードであるとか、テクノ

ロジーの使い方であるとか、いろいろなアイデアが出てきて、そういうアイデアが出てく

ると、結局、公として何をやらなければいけないかが見えてくるということも非常に明ら

かになって、大変おもしろかったです。 

 そういう意味では、今、まさに新しい考え方で都市づくりをしていかなければいけない

ということになると、この下に分科会か何かおつくりになるのかもしれないけれども、そ

ういう異分野の経営視点を持った経営者たちを何人か、アドバイザーとか、発表する立場

とか、そういう形で巻き込んでいっていただくと大変おもしろいのではないかというのが

一つ。 

 もう一つは、海外へのコンソーシアム、機構をおつくりになると出ていたんですけれど

も、ここにおいてぜひお願いしたいのは、私、中東によく行くんですが、この間もサウジ

に行ったときに韓国が高速道路をつくっているところを見に行きました。非常に戦略的で、

高速道路をつくると同時に、その前にもう都市設計のところからアドバイスをしています

し、水道設備のところからもアドバイスをしているし、どういうふうにまちづくりしてい

くかというのをすごくトータルで提案をしている。その上に、高速道路をつくるための労



        

 

 -28-

働者たちをアフリカから移民で呼んでくるんですが、そのアフリカ移民のための住宅設備

も全部受注をしている。その住宅の中にはサムソンとかＬＧの家電製品を入れるというこ

とで、韓国、丸ごと大もうけなんですね。 

 なので、道路だけを国土交通省で持っていくというのではなくて、日本全体で、もう斜

陽になってきている電機メーカーも含めて、みんながハッピーになれるような仕組みとい

うのもつくれるような余裕を持っていただきたい。あと、やはり契約とか、そこの部分に

関しては日本より海外のほうが強かったりするので、そういう海外のコンサルファームな

どもどんどん巻き込んでいくような、ほんとうにこれからダイバーシティが重要だと日本

政府が言っているのであれば、ダイバーシティを持ってこの議論をしていくということを

ぜひ検討していただければと思います。 

 以上です。 

【都市計画部会長】  ありがとうございます。 

 ほかには。では、Ｈ委員、お願いします。 

【Ｈ委員】  すみません。Ｃ委員をはじめ、皆様のご意見に賛同なんですけれども、民

を入れていくというお話の中で、地域に投資等の視点でマネジメントをいれたら実際に何

がよくなるのかということが必要と思います。シティマネジャーを入れて、経営力が備わ

ればよくなるのか、また、それを「民」がやれば効率的になるという夢をまだ見ているの

かという気がするんです。 

 足りないのは、多分、バジェットプランだと思います。７０年代からアメリカなどです

と電球等の細かいものから植栽や土木施設等の維持管理、実際幾らお金がかかるのかとい

うを把握い、短期と長期的な修繕のためのバジェットプランがつくられています。しかし

日本では整備にのイニシャルコストだけでランニングコストが本来必要な額計上されてい

る。民間に管理させれば安くなるということをもとに、逆に押さえようとしている。先ほ

どの明日香や、そういうことなどでも、緑地の管理や林地の管理は実際どのくらいかかる

のか。それが１０年後、２０年の更新に合わせてそういうものが必要です。アメリカでは

バジェットプランのプランナーというのは７０年代から専門化しているわけです。ですか

ら日本でもシティマネジャーとバジェットプランが一緒になって育成されてことが必要で、

なおかつ効率的という話にならないとうまくいかないのではないか。 

 もう一つは、景観法などの話もありますけれども、こういう効率的な都市マネジメント

をしたら都市を美しくなるのか。今のところ、あまり一般国民にはそこが伝わっていない。
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コストも縮小して、エコになって、なおかつ景観がよくなる、居心地とか快適性がよくな

るとソーシャルキャピタルが高くなる。そういう図式がきちんと国民に伝わらないと理解

されません。マネジメントの議論は、多分、皆様は耳にタコができるほどやっていると思

うんですけれども、その必要性だとか、どうやるのかというあたりがうまく伝わらないの

ではないかと思います。 

 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 ほかには。では、Ｂ委員、Ｉ臨時委員、Ｊ委員でお願いいたします。 

【Ｂ委員】  ありがとうございます。今回のテーマは、前回の小委員会のときから引き

ずっており、総論賛成、各論反対になりやすいものです。前委員会のときから二転三転し

ておりまして、その中で、今日、出されましたように、民間主導、規制ではなく誘導、市

町村重視ということを、少しずつ強いラインで出してきました。したがって、今回も、民

間主導、誘導、市町村重視の中で何かできるかということをしっかり考えていきたいと、

私自身は思っています。 

 また、民間主導と誘導ということになりますと、ある意味では議論の対象が非常に広く

なってきます。どんどん、どんどん話が拡散してしまいます。その一方で、実効性を高め

ていくとすれば、ポイントをしっかり議論していくということが重要です。都市の領域を

中心に、少なくとも住宅との関係についてはしっかり調整しながら、ポイントを踏まえた

議論をしていただきたいと念願しております。 

 後に３つ目です。都市評価の話が出ましたが、もともとは事業評価で、５年で成果が

出ないものをやめていこうという中で、評価を迫られてきたという経緯があります。しか

し、都市構造の集約化のような、非常に長いスパンで事業をやっていかなければならない

ものにつきましては、指標の設定の仕方や効果の選定等、しっかり議論していく必要があ

ると思っています。 

 以上です。 

【都市計画部会長】  ありがとうございます。 

 Ｉ臨時委員、どうぞ。 

【Ｉ臨時委員】  都市のコンパクト化の評価をずっとやってきている関係で、一つだけ

ちょっとコメントなんですけれども、都市のマネジメントをいかにやるべきかという議論

で、今日のお話の中で、やはり市町村にというお話になってまいります。その方向だと思
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うんですが、２００７年に答申を出されてから、市町村の方とお話をする機会にいろいろ

アンケートをやって、コンパクトシティ、どう思いますか、できますかという話をしたと

きに、１,０００人ぐらいからアンケートをとっているんですが、回答が、理解できる、や

りたいとは皆さん思われているんですけれども、できないと書いてあるんですね。できな

いという回答が高くて、なぜできないですかということの３大理由は、１番目は市民の無

理解でございます。コミュニケーションしたら理解してもらえるかもしれないところ、コ

ミュニケーションしてないだけかもわかりませんが、市民の無理解です。ある特定のとこ

ろだけ栄えるのが許せないということかもわかりません。 

 ２番目は、知識の不足です。自分が何をしたらいいかわからない、自治体対象者として

マネジメントしないといけないんだけれども、じゃあ、どうしたらいいのかということが

わからない。だから、これは何か技術的なサポートが要ると思います。 

 ３番目は、財源の不足です。これは、ほかの先生方も指摘されているとおりです。 

 この３点を自治体の方が非常に数の高い割合で指摘されているということを踏まえて、

我々もやはり考えていかなければいけないのではないかと思います。 

 以上です。 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 では、Ｊ委員、お願いいたします。 

【Ｊ委員】  都市政策を日本全体でどういうふうにマネジメントするのかといったとき

に、大都市と地方都市とでは全く課題が違うのだろうと思います。２ページのところにも

ありますように、２ページでは２つに分けて、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅとそれぞれのエリアの

中で分けているわけですけれども、やはり日本の中でも、何千万人、何百万人以上の都市

と、人口五、六万人から十万人、二十万人、三十万人という都市とでは、全くイメージも

違えば課題も違う、何もかも違う。もちろん共有する都市の政策課題はあるわけでござい

ますけれども、やはりそこはかなり分けてこれから議論を進めていきませんと、何か非常

に拡散的、あるいは抽象的になって、具体性に欠けてしまうのではないかという危惧をい

たします。 

 特に、オリンピックを控えて東京が持つ課題、特に都市再生緊急整備地域の制度をどん

どん使って、どんどん、どんどん規制を取っ払っていろいろなものをつくっていかなくて

はいけないというところと、むしろ規制をかけながら歴史都市としての風土、風致を守っ

ていくというところでは全く方向性が違ってくると思います。幾つかのタイプに都市を分
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けながらでないと、議論が拡散してしまうのではないかと思いますので、そこはこれから

の進め方でまた工夫をしていくべきではないかと思います。 

 以上です。 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 本日、この後まだ議事がたくさん残っておりますので、この議論はここぐらいにさせて

いただきたいと思います。今日、いろいろご意見いただきましたので、事務局のほうで受

け取って、今後の審議に反映していただければと思います。 

 それでは、続きまして「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」について、事務

局よりご説明をお願いいたします。 

【下水道企画課長】  下水道企画課の頼でございます。資料６－２に基づきまして、「新

しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」、今後の検討方向についてご説明をさせていた

だきます。 

 まず、１枚繰っていただきまして、１ページ、ご検討いただきたい事項についてでござ

いますが、これは先ほどご説明申し上げた諮問事項、諮問の趣旨を示したものでございま

す。一番 後の緑色の囲みの中の、ご検討いただきたい事項の右、部会のもとに下水道小

委員会を設置し、ご検討いただきたいと考えております。資料５のほうに詳しいことは、

下水道は都市施設という意味で都市計画分科会のほうでもご検討いただく一方で、河川と

の連携がございますので、同じ諮問が河川分科会のほうにも付託されております。。同じく

小委員会を設置いたしまして、合同開催していくという方向でお願いしようと考えており

ます。 

 以下、次のページから、検討にかかわる方向についてご説明申し上げます。 

 ２ページでございますが、下水道の整備状況ということで、今、現在、全国約１,５００

の自治体で下水道事業を実施していただいております。２４年度末の下水道ストック量は、

管路で４５万キロ、処理場で約２,２００カ所でございます。 

 下水道の処理人口普及率は、グラフは左右、両方ございますが、下水道だけで見ると７

６％、同じく汚水処理を担当しています浄化槽、農業集落排水施設等を含めた汚水処理全

体の人口普及率は約８８％になっております。こうしたそれぞれの特性を生かした処理施

設によりまして、早急な未普及地域の解消を目指すとともに、今後は本格的な管理運営の

時代に適した施策展開が必要と考えております。 

 ページを繰っていただきまして、３ページでございます。膨大な既存施設の老朽化の進
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行ということで、左上の図でございますが、先ほど申し上げた管路延長４５万キロのうち、

現在、５０年経過管は１万キロでございますが、これがどんどん急増してまいります。ま

た、処理場２,２００カ所では機械・電気設備で、１５年経過したものが、今、１,２００

カ所、半数を超えておりますが、これもどんどん増えてまいります。 

 下に、下水管路に起因する道路陥没、ただいまはまだ浅い陥没がほとんどでございます

が、こういったことが起こってまいりますと、社会活動への重大な影響が出てまいります

ので、そうしたことを防止、低減するための適切なアセットマネジメントを進めていく必

要があると考えてございます。 

 ４ページ、人材・財政面の現状と課題ということですが、こういったアセットマネジメ

ントを進めていかなければならないという中で、左上の図でございますが、下水道部署の

職員数は平成９年をピークに減少しております。特に、左下を見ていただきますと、中小

市町村における執行体制の脆弱化が顕著でございます。右の図、経費回収率を示しており

ます。事業に係る経費につきまして、下水道は雨水の排除をしておりまして、これは公費

で、汚水の処理につきましては私費、下水道使用料で賄うということが原則になっており

ますけれども、汚水処理に係る経費回収率、約７７％でございまして、不足分は一般会計

が負担するという現状になってございます。こういった人材・財政面の制約の中で、中小

市町村に対する支援も含めまして、持続可能な事業管理が必要と考えてございます。 

 ページを繰っていただきまして、５ページでございます。大規模地震等の災害リスクの

増大と対策の必要性ということで、南海トラフ地震や首都直下地震が、３０年以内に高い

確率で発生すると推定されております。こうした中で、大規模災害時においても下水道の

低限の機能を確保するために、例えば消毒機能といったものでございますが、ハード、

ソフト対策の一体的な推進が必要と考えております。図は、東日本大震災の被害の例、管

路、処理場、ポンプ場と分けて載せておりますが、それぞれに対してハードの対策も、ソ

フトの対策もやっていこうという例でございます。 

 次に、６ページ、下水道における水・資源・エネルギーの利活用の推進でございます。

下の図にありますように、下水道は下水管渠を通じまして水、下水汚泥バイオマス、リン、

下水熱を質、量とも安定的に集約するというシステムになってございます。下水管渠では

下水熱の利用ですとか、下水道処理場に参りまして、例えば沈殿した下水汚泥バイオマス、

この中にはリンもございますし、メタンガスを発生させることもできます。こういったも

のを今後、活用しまして、水だけではなく、資源、エネルギーの供給拠点として、有する
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ポテンシャルのさらなる利活用を進めていければと考えております。 

 繰っていただきまして、７ページでございます。生命財産や経済活動を守るための浸水

対策ということで、左上は昨今の局地的な集中豪雨の頻発化の図でございます。実際、都

市部における浸水リスクが増大しておりまして、下に 近の代表的な内水被害の事例を３

つほど載せております。こうした浸水被害の解消ですとか軽減のため、右上にありますよ

うなソフトとハードを一体的に捉えた効果的かつ効率的な浸水対策が必要と考えてござい

ます。 

 後、８ページでございます。我が国産業の国内外における事業展開ということで、左

上、背景でございますが、世界の水ビジネス市場につきましては、例えば再利用水と下水

だけで２０２５年には３８兆円の市場に成長するという予測がございます。また、東南ア

ジアなどでは、都市化の進展がございまして、今後、下水道の整備の需要が高まってくる

という状況にございます。こうしたものを背景にいたしまして、我が国経済の持続的成長

ですとか、世界の水問題解決への国際貢献ということで、具体的には、先ほどの背景の２

つ目のところに水・衛生分野での国際貢献と書かせていただきましたが、例えば衛生施設

を利用できない世界人口の割合が１９９９年は５１％でしたが、これを半減するという国

連ミレニアム開発目標などへの貢献のためにも、国際市場における事業展開を図るという

ことを求められてございます。 

 我が国の下水道技術ということでは、例えば右上に、掘り返さずにできるような推進工

法ですとか、膜分離活性汚泥法を載せてございますが、そういったものですとか、左下に

ありますように、知見、人材等を生かした官民連携、あるいはＩＳＯ等の、国際標準化等

を通じた事業展開を推進していく必要があると考えております。 

 以上、検討の背景、現状、方向について、駆け足でございましたが、ご説明させていた

だきました。説明は以上でございます。 

【都市計画部会長】  ありがとうございます。 

 時間が大分押しておりますけれども、１人、２人からはご意見を賜れればと思います。

いかがでしょうか。 

 Ｃ委員、どうぞ。 

【Ｃ委員】  いろいろなことを言い始めると切りがないので、１点だけ、細かいことで

お願いします。 

 経費回収率七十何％という数字が出ていますが、多分、これは大規模補修とか、次の建
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てかえみたいなものは含んでいなくて、基本的に減価償却が入っていない公的会計ベース

ではないかと思います。そういうものでもこれだけしか回収できないというのは、首長さ

んがなかなか値上げできないということを意味しています。今後、長期的に大規模改修等

があると、これがまたぼーんとはね上がらざるを得ない。そのときに難しいデシジョンを

していただかなければいけないということなのですが、先ほどバジェットプランの重要性

とありましたけれども、バジェットがきちんとした基準で、ちゃんと比べることができる

ような、あるいはサステイナブルになるような形でできてないと困るわけですね。そうい

ったことは地味ですが、早めにやっていただかないと、次のステップが非常に難しくなる

のではないかと思います。 

【都市計画部会長】  ありがとうございました。 

 もう一方ぐらい、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 それでは、今後につきましては、新たな時代の都市マネジメント小委員会、及び下水道

小委員会を設置しまして、審議をしたいと存じます。 

 それでは、以上をもちまして、第１５回都市計画部会を終了いたします。どうもありが

とうございました。 

【事務局】  引き続き、歴史的風土部会に移りますが、本日は合同会議でございますの

で、皆様におかれましては、お時間の許す限りはそのままご参加いただきますようによろ

しくお願い申し上げます。 

 それでは、第１８回歴史的風土部会を開催させていただきます。 

 本日、ご出席いただきました歴史的風土部会の委員及び臨時委員は５名中５名でござい

ます。社会資本整備審議会令に定める定足数を満たしておりますことをご報告申し上げま

す。 

 初めに、委員が改正されましたので、社会資本整備審議会令の規定によりまして、部会

長の互選をお願いいたしたいと存じます。委員の皆様の中から部会長を互選していただき

たいと存じますが、どなたかご推薦をお願いいたします。 

 Ｈ委員、お願いいたします。 

【Ｈ委員】  それでは、ご推薦させていただきます。部会長には、これまでも歴史的風

土部会長でいらして、また古都の現状、あるいは保存にも高い見識をお持ちの上村委員に

お願いしてはどうかと思います。 

【事務局】  ただいまＨ委員より、上村委員を部会長にというご推薦がございましたが、
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皆様のご意見はいかがでございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【事務局】  では、皆様、ご異議がないようでございますので、上村委員に部会長をお

願いいたしたいと存じます。 

 それでは、上村部会長には部会長席にお移りをいただきまして、これからの進行は上村

部会長にお願いいたします。 

（上村委員、部会長席へ着席） 

【歴史的風土部会長】  ありがとうございます。ご推挙いただきました上村でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、早速でございますけれども、議題のほうに移らせていただきたいと思います。 

 先ほど歴史的風土部会に付託されました諮問事項につきまして、今後の検討の方向につ

いて、事務局のほうからご説明のほうをお願いいたします。 

【公園緑地・景観課長】  それでは、ご説明申し上げます。お手元、資料６－３－１か

ら資料６－３－４までお願いをいたします。 

 まず、資料６－３－１でございます。１番、検討課題、①、②、これは先ほども申し上

げましたけれども、１点目は明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等の

推進のための方策、２点目が古都保存行政のあり方です。 

 趣旨は既にご説明を申し上げましたので、このペーパーでいいますと下の２－３をごら

んいただければと思います。検討スケジュールでございます。まず、明日香村に関する検

討スケジュールにつきましては、平成２６年４月から秋ぐらいに小委員会で検討させてい

ただきたいと考えてございます。 

 １枚おめくりください。古都保存のほうのテーマでございますけれども、３－３、明日

香村に係る報告の後、小委員会を設置して検討ということで、２段階のステップで検討し

たいという趣旨でございます。 

 続きまして、資料６－３－２と資料６－３－３、これまでの説明と重複するところがご

ざいますので、説明は割愛をいたします。 

 資料６－３－４で、全体の仕組みと背景、状況等についてご説明を申し上げます。「これ

までの取組み及び今後の方向性」という横長のパワーポイントペーパーでございます。 

 １ページ目をお願いいたします。これまでの取り組みの年表が書かれてございますが、

特に重要な点だけ申し上げますと、昭和４１年に古都保存法が成立をいたしました。京都、
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奈良、鎌倉等に含まれて、明日香村も古都ということで指定をされ、この段階では大きく

２つの中での保存措置、土地利用規制による保存というところがスタートいたしました。

その後、昭和５１年に高松塚周辺地区を一部国の施設として、国営公園として整備を行う

ということ。それから、昭和５５年に明日香法が制定されまして、第１次明日香村整備計

画に基づきまして、保存だけでなく住民の生活安定のための支援措置というものが位置づ

けられて、以下、今日まで至って支援が進められているところです。 

 ２ページ目をお願いいたします。大きな枠組みを示しております。右側の薄いグリーン

のところが歴史的風土保存のための土地利用規制ということで、国土交通大臣の示す保存

計画に基づきまして都市計画が定められ、かなり厳しい土地利用規制がなされる一方で、

土地の買入れも行われるという仕組みでございます。 

 左側の黄色いところは、今度は住民生活という点でございまして、明日香村整備基本方

針というものを大臣が定めまして、それに基づいて県の整備計画、具体的にはさまざま公

共施設の特例、さらに、その下の四角でありますが、明日香村整備基金、これは昭和５５

年当初から設けられましたが、３１億円の基金を設立しまして、その運用益をもってさま

ざまな施策を講じるというのが当初の仕組みでございましたが、一番下、運用益が低下し

たということもありまして、毎年１億円、現在は１.５億円でございますけれども、交付金

という形で村に支援をしているところが全体の枠組みでございます。 

 ３ページをお願いいたします。３ページは、明日香村の土地利用規制の状況でございま

して、明日香村につきましては村全域が何らかの形の保存地区になりまして、現状の変更

を厳しく抑制する部分と、著しい変更を抑制するという土地利用規制が行われているとこ

ろでございます。 

 ４ページ、５ページは、整備計画のほうはどのようなことをやっているかということで

すが、ここは第１、第２、第３次の整備計画を記載しております。上のオレンジ色の部分

をちょっとごらんいただきますと、昭和５５年の整備等の方向では、生活環境施設の整備、

農林業の振興というような、どちらかというとインフラですとか、基盤的なものの支援が

当初はメーンでございました。真ん中の第２次もほぼ同様でありますが、平成１２年改定

の第３次計画から歴史的風土の創造的活用ということで、一定の生活基盤の整備が進んで

きたことを背景といたしまして、その下の写真でもありますけれども、より地域活性化へ

向けての方向へと少しポイントが変わってきております。 

 ５ページをお願いいたします。５ページが現行の第４次整備計画でありまして、第３次
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から変わってきた方向性をさらに拡大しまして、右の写真の事例でございますけれども、

歴史展示の拠点施設の整備、遺跡の整備、景観阻害要因を改善していくという、どちらか

というとポジティブなアクションをとっていくようなことに重点が置かれております。 

 ６ページ目でございます。先ほどの交付金ですが、細かいところの運用益低下で額は省

略をいたしますが、どういうことをやっているかというと、左下の四角の中に事業内容と

書いてございます。いわゆる公共事業ではなかなかできにくい部分、建築物の修景助成だ

とか、地域産業の振興だとか、そういったものに使える形の交付金ということで支援をし

ているところであります。 

 ８ページをお願いいたします。８ページにつきましては主要なところを国が支援してい

るという国営公園でございますが、９ページ、その中で現在やっておりますのはキトラ古

墳の周辺環境整備ということでキトラ古墳地区、真ん中の写真はキトラ古墳、右はこれか

ら整備をしようとしております体験学習館、これは国営公園の施設として整備をする中に

文化庁がキトラ古墳の壁画を展示するということで、これから整備を進めて平成２８年度

にオープンをするものであります。 

 １０ページは、以上を踏まえました課題でございます。 

 ２点目の古都保存の全般的なものでございますが、先ほどご説明した明日香と土地利用

規制のところは似ている部分でございます。 

 １２ページは、現在の古都指定都市でありまして、主に京都、奈良、鎌倉です。 

 では、どういうことが問題として出てきているかということで、１３ページに一例を出

しておりますが、指定から相当の年数がたってございまして、指定当初の自然的環境、実

際にマツ枯れだとかナラ枯れだとか物理的な問題もありますし、植生の遷移が進んできて

当初と随分違う植物が増えてきているというような景観上の問題。それから、いかにそれ

を維持管理しているかということで、ここは小倉山の再生プロジェクトの事例を記載して

ございますが、全体に共通してこういった緑の管理が問題になってきているところでござ

います。 

 １４ページは、先ほど申しましたが、これは古都保存行政の理念を全国展開するという

ことで平成２０年に制定された歴史まちづくり法でありまして、具体的には右下に重点的

な支援で、重要な文化財ではないけれども、後世に歴史的な貴重な財産について都市計画、

まちづくりの中で支援を行っていこうという仕組みで、かなり広範なご賛同をいただきま

して、１６ページに現在の認定都市４４都市が掲げてございます。どういうステップを経
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て、次のステップに行こうかということが課題でございます。 

 以上、明日香、それから古都全般と歴史まちづくりと、大きく２つ、特に後半は２つに

分かれておりますけれども、こういった課題があるということでございます。 

 説明は以上です。 

【歴史的風土部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、今の説明、内容につきまして、ご意見、ご質問ありましたら、５分ぐらい、

二、三お受けしたいと思います。いかがでしょうか。ぜひ、歴史的風土部会ではなくて都

市計画部会の皆様も、せっかくの機会でございますので、何かご意見ございましたらお願

いいたします。 

【Ｆ委員】  オブザーバーなので大変恐縮なのですが、こちらの歴史的なまちづくりに

関しても、基本的なスタンスは、民の活力を入れていくということが基本的な考え方にな

るのかなというふうに個人的には感じております。例えば、今度、体験学習施設がオープ

ンするとか、こういったものが各地でつくられていく、あるいは建設中だと思いますが、

基本的にこれも民間の活力を生かしていただかないと、非常につまらない施設になってし

まう傾向がとても強い。しかも、 近の傾向としては、民間がやればいいというものでも

なくて、行政の方のほうがノウハウを持っているような分野もありますので、地域を超え

て、行政団体がしかるべきところに協力していく。そういった新しいやり方もあるかと思

いますので、特に運営とか、観光としていろいろな方を呼ぶための努力を工夫していただ

ければと思います。 

【歴史的風土部会長】  ありがとうございます。 

 では、Ｇ委員、お願いいたします。どうぞ。 

【Ｇ委員】  ありがとうございます。私もここの部会ではないんですけれども、すみま

せん。 

 今、まさにおっしゃったとおりで、私、これに関しても民の力、同時に市町村長という

んですか、首長のイニシアティブはとても大事だと思っています。私、先ほども申し上げ

ましたけれども、自分の家が奈良にあるので、何かと経営者であるとか、外国人に奈良に

来ていただいて、奈良のよさは一体何なのかということを見ていただいたりしているんで

すけれども、古都の風土を保存する目的が何のためなのかというのが今日の説明ではよく

わからなくて、やはりそこの目的を明確にしないと、奈良も守ると言っていても、ただ何

か守っているだけなんだけれども、一方で町屋などは相続で大変なんだと、どんどん売る
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人が出てマンションに変わってきたりしている。そこも市が買い取りたいんだけれども、

目的を明確にしない限り買えないというようなことがあって、今、大変いろいろなことが

起きています。 

 そういう意味では、観光も含めて、観光としてここの風土を守りたいのか、日本の文化

という意味で守りたいのか、産業創造していくために守りたいのか。そういったものを国

がリードする必要はないのかもしれないけれども、首長自身が風土を守る目的をもう少し

明確にできるような、それを後押しするような仕組みもあるといいなと、そんなふうに思

いました。 

【歴史的風土部会長】  ありがとうございます。今後の課題にしていきたいと思います。 

 もうお一人ぐらい、いかがでしょうか。Ｈ委員。 

【Ｈ委員】  今まで懇談会等にも参加させていただいているんですけれども、やはり明

日香の問題は、京都とは違って、地上部に目玉となるものがなくて、アンダーグラウンド

に物が埋蔵されている。そういうものに対してどういうふうに理解を求めるかというとこ

ろが論点です。明日香村の場合には、奈良も含めてですけれども、修学旅行も来ない。今

回は奈良、いろいろなものを建てて少しよくなったみたいですけれども、そういう、物を

建てないと見に来ないというテーマパーク的観光の構造にもメスを入れる必要がある。

我々はこれから、文化遺産や世界遺産の視点を反映した価値観のあり方などを教育を含め

て考えなければいけない。観光収益が上がらないと地域がやっていけないというような構

造にも切り込めればというふうに考えます。 

 

【歴史的風土部会長】  ありがとうございます。 

 ほんとうにいろいろ課題が山積みですけれども、今後、明日香村小委員会を設置いたし

ますので、そちらのほうでまたいろいろ意見を戦わせながら審議していきたいと思います。 

 それと、先ほど都市計画部会で都市再生のお話があったんですけれども、この歴史的風

土部会のほうでも、ほんとうに歴史都市をどういうふうに、近代的な都市と、そして歴史

的風土を守りながら、あわせてどういうふうに保全、あるいは開発していくのかという、

常にジレンマとも言える課題を持っております。共通の委員も大変多うございますし、ま

た共通の課題もございますので、ぜひ分科会のほうも、今日のように共有して議論できる

ような場を持っていただきたいと思いますので、その点もよろしくお願いをいたします。 

 それでは、まだまだあると思いますけれども、 後に石井都市局長から委員の皆様にご
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挨拶がございますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【都市局長】  都市局長の石井でございます。本日は、お忙しいところご出席をいただ

き、ありがとうございます。浅見分科会長、中井都市計画部会長、上村歴史的風土部会長

をはじめ、委員の皆様におかれましては、今後ともご指導をぜひともよろしくお願いを申

し上げます。 

 先ほどいろいろご意見が出ましたものですから、幾つかトータルでご説明をさせていた

だきたいと思います。 

 まず１点は、今回、久しぶりにこの分科会を開かせていただきました。大きく言います

と、どうしてもやらなければいけない明日香村の問題であるとか、さまざまな問題があり

ますので、３年近く休会しておりましたが、今回、再開をしようという決断をいたしまし

た。 

 都市局も、震災等に追われて、こういう審議会を開いて新しい方向を生み出すというこ

とがなかなかできずにおりました。局内で、いろいろ議論をいたしまして、検討の場を開

いて、いろいろな人に参加していただいて、政策討論ができる場を設けることがぜひとも

必要だということになりました。 

 実は、今日、都市計画課長がご説明をいたしました都市再生特別措置法、ご専門の方が

見られると、今までの線引きに代表される○、×の都市計画から、誘導という都市計画で、

いわば第２線引きをやるような話でございますから、局内でも議論をいたしましたが、本

来であれば都市計画法の改正でやるという真正面からの議論もございました。かつて１０

年ほど前、景観法のときも同じ議論がございましたが、実は都市計画法が不磨の大典のよ

うになっている点もあって、かつ複雑になっていることもあり、それにとらわれていると

時代におくれてしまうということで、当時は単独立法、今回は都市再生特別措置法の改正

ということで取り組ませていただいております。 

 そうは言いつつも、時代の流れは大変速くて、１０年ぐらい前ですと、それほど少子高

齢化が日本の制度を揺るがす根幹の話題という議論もございませんでしたし、東京がソウ

ルに負けるかもしれないなどということは夢にも思わなかった。しかし、それが現実味を

帯びてきている。それから、財政制約もあり、民間を直接支援するというやり方を入れて

おります。都市局はこれまで自治体に補助金を入れるというやり方が主でしたが、自治体

にお金がないので、自治体が事業者に対し土地を提供したり、貸したりしたら、国から直

接事業者にお金を入れるという方式も今回、入れたりしております。それをしなければい
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けないほど、自治体の財政状況というのは大変逼迫をしているということでございまして、

もう時代は様変わりして、今後、ますますそのスピードは速くなっていくだろうと思って

おります。 

 そういう中で、今般、計画制度の処方箋というもので、誘導型の都市計画、第２線引き

というべきものを含む法案を国会に提案しておりますが、私どもの制度が、これまでのい

わば公共事業頼り、地方公共団体頼りという形の中から、どういう方向性を見つけていく

かという大変厳しい岐路に立たされております。 

 Ｅ委員のほうから、もっとシャープな言い方でないとわからないとのお話がございまし

た。先生とちょっと方向性は違いますが、今日、道路率の数字を出しました。どれほどイ

ンパクトがあったかわかりませんが、実はニューヨークよりも八重洲の道路率のほうがず

っと高い。しかし、八重洲は、これからの日本を支えるのにあのまちづくりでいいと理解

をする人はなかなかいない。では、どこに問題があるのかということでありますが、それ

はおそらく道路の配置であったり、敷地の規模であったりするところかもしれません。 

 その意味で、誤解を恐れずに言えば、ここが大変難しくて、ちょっとＥ委員にも誤解さ

れているところがあるのですが、私は公共施設を減らす再開発という言い方もしてみたら

どうかと。あるいは、区画整理、今、保留地をつくっても宅地として売れません。あちこ

ちで、それでスタックをして自治体の財政を揺るがすような問題も生じております。です

から、逆に言えば、これからコンパクト化の中で、縮退をする都市を目指す中では、例え

ば「農地を生み出す区画整理」という概念はないのかどうかなど、もう一回考え直してみ

る。実を言うと、それくらい頭を切りかえなければいけないというところまで追い詰めら

れているというところで、とりあえず、検討の場を開いて、政策論議をしていきたいとい

うことでございます。 

 今日、ご指摘のあった中で、シティマネジャー、バジェットプランをつかさどれるよう

な人材の話、これは大変難しい話だと思います。かつて技術面については、私ども、ある

意味、準シティマネジャー的に国家の役人が自治体のほうに出向したりして、結構お役に

も立ってきたと思いますが、それでは処理し切れない状況が来ているかと思います。 

 今日のコンパクトシティの代表例である富山の森市長は、大変財政に明るくて、コンパ

クトシティをやることでこれから税収がどうなっていくか、一方、やらなければどうなる

のかということを具体に示して、かつ政治家ですから、実は市民集会を市長みずから２０

０回やって、今日、簡単に例という言い方を出されましたが、今の富山の案に至って、地
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価も上がってきております。人口も、中心部は回復をしてきています。こういうようなシ

ティマネジャーをどういう形で育てるか、少なくとも都市局の政策の枠組みを超えるよう

なところはあるようにも思います。 

 プランナーという形では、今回、東北にたくさん人を出しました。ご承知のとおり、必

ずしもいいプランナーばかりではございませんでした。その結果として、さまざまな議論

が起きていることもご承知のとおりでございます。そういう中で、これからどういうプラ

ンナーをやっていくのか。 

 登記の問題、今、東北で大変問題になっている。ＮＨＫの「日曜討論」でも大きく取り

上げられておりましたが、これも法務省等とも関係が深くて、なかなか都市局の手に余る

ようなところがございます。実は、区画整理は仮換地の処分ができないと工事ができない

ということで万古不変のようにやってきたのですが、この間、原位置換地という通達を出

したところでございます。一歩一歩ですが、そういうことでやっていかざるを得ないかな

と。 

 それから、Ｃ委員のほうから、どのデータのことかよくわかりませんが、いいかげんな

ものだから、あまりやらないほうがいいのではないかと。一方で、これから日本の都市を

海外に売っていく、特にテクノロジーを売っていくという意味では、日本が今まで歩んで

きた中で日本の強みというものをはっきりと示していくような、若干政策的な意味の強い

ベンチマークを設けたい。特に海外の人は特に。インテリの人ほどベンチマークという言

葉に大変弱いというのが、私も金融をやって大変感じておりますので、それは若干、紙の

よろいでも必要かなと思っております。 

 それから、Ｇ委員からＯＤＡのお話がございました。私ども、今、ベトナムでの案件と

か、確かにノイバイ空港からハノイに向けて、空港から高速道路、橋、市内に至るまで全

部、日本のＯＤＡです。しかし、おっしゃったように、そこから先のもうかる都市開発は

一切日本企業はとれておりません。これは、もっと深い現地への溶け込みがなければ、今

まではどちらかというとＯＤＡグループの中で、ＯＤＡをつけて、それを日本企業が受注

をするという仕組みの中で十分満足をしていた。ところが、そうこうしている間に日本の

ＯＤＡが大変上品なやり方でやっていく中で、むしろ海外の、外国のＯＤＡも使いながら、

もっともうかる部分で機器その他、特にドイツとか、韓国の例が出ましたが、もっとエレ

ガントにはドイツ等が大変効果を上げているように思います。今回のインフラファンドは、

そういうところに一矢を報いようという形で、もっとそういうところから出ていく。 



        

 

 -43-

 ただ、一方で、先ほどのシティマネジャーではありませんが、このエリアを見てＯＤＡ

をやるけれども、トータルの開発がどれくらいかかって、どれくらいの時間かと一目で言

える人は日本の大手コンサルにもいません。こういう人材を育てていき、本当にペネトレ

ーションしていくことが大変重要ではないかと思っています。 

 それから、Ｂ委員から住宅の話が出ました。実を言うと、これからの都市政策を考える

上で、まさに民の たるものは住宅で、施設というかオフィスもありますが、大部分の市

街地は住宅でできてまいります。その意味でいうと、これからの機能の中では病院とか介

護が重要になってきますが、居住を誘導するエリアは今回の政策でまだ弱いところがあり

ます。先ほど都市計画課長が説明した資料でも、ピンク色のところは結構色が濃いのです

が、ブルーの誘導のほうは色が薄いんですね。それだけ住宅については個人の志向が強い

ので、それを誘導する仕組みは難しいものがございます。これから高齢化社会で効率的な

都市をつくっていくという意味では、その部分をいかにやっていくかということが２段も

３段も強いハードルで、今回、お集まりの諸先生の中には住宅に強い方も大変いらっしゃ

いますので、ぜひとも協力が得られますよう、省内のことではありますが、ご指導、ご鞭

撻を、特に分科会長にはお願いをしたいと思っております。 

 いろいろ言いわけめいたことをたくさん申し上げましたが、どちらにしても土地利用の

面、それからインフラの面、公園課長からもお話がありましたが、公園についても下水道

についても見た目には大変高い水準ができています。しかし、それでほんとうに国民が満

足しているのか、もっと必要な機能は何かといった点をこれからちゃんと政策提示をして

いかないと、ある意味、二、三十年前に定めた目標は、名目上は５カ年計画等で全部でき

てしまいますから、単純に言うと線引きも全部終わっているし、それから目標の整備水準

も全部終わるわけですから、もう都市局、あるいは、ここにいる職員は要らないというこ

とになるのではないかと思います。そういうふうにいわれるのではなく、何とか必要な政

策立案を進めてまいりたいとも思いますので、あまり焦らずに、ひとつご指導、ご鞭撻を

お願いしたいと思います。 

 ちょっと長くなりましたが、以上でございます。 

【歴史的風土部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、第１８回歴史的風土部会はこれで終了させていただきたいと思います。あり

がとうございました。 

【事務局】  本日は、長時間にわたりご審議をいただきまして、どうもありがとうござ
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いました。 

  

  

―― 了 ―― 


